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（注）　
１　「既設校の内容」の欄について
(1) 申請時において当該学校法人が設置している学校の状況を記入すること。 
なお，大学院を設置している場合には，「学部・学科・課程名」の項に当該大学院及び研究科の名称を記入すること。
　(2) 「入学者の入学定員に対する割合」の項は，開設年度の前年度（設置を伴わない場合は直近）から過去４年間（大学の場合。その他学校の修業年限に応じた
年数とする。）の入学定員に対する入学者の割合の平均を小数点第２位（小数点第３位切捨て）まで記入すること。	
　(3) 「備考」の項には，上記(2) 以外の開設年度の前年度から過去４年間（大学の場合。その他学校の修業年限に応じた年数とする。）	の定員変更の状況を
記入すること。
　２　「法人等の沿革」の欄について
大学等設置の認可及び届出並びに名称変更等の事項について，その時期及び概要を簡潔に記入すること。
　３　「役員の氏名等」の欄について
　(1) 寄附行為の変更により役員数を変更する場合は，「役員の氏名等」の項に変更後の内容（定数及び現員の予定）についても併せて括弧書きで記入するとともに，
理事予定者について所要事項を記入すること。この場合，選任条項の変更を伴うときは，「寄附行為の選任条項」の項を現行及び変更後に区分して記入すること
(2) 「主な職歴等」の項には，兼務している他の学校法人の役職については全て記入すること。
(3) 「親族関係（私立学校法第38条第7項）」の項には，各役員について，その配偶者又は三親等以内の親族が含まれる場合には，その状況を記入すること。	　４　「評議員の氏名等」の欄について
　　(1) 「役員の氏名等」の欄に準じて記入すること。	
　　(2) 理事兼任の場合は，氏名の前に※を付すこと。	
　
